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資料６



子ども政策課の主な取り組み 

 

１． 市内教育・保育施設等の確保状況                                         

(1) 【鶴ヶ谷保育園（令和２年度から民営化）】 

ア 令和２年４月から 学校法人旭ケ丘学園による運営開始、園舎建替えに向けた協議等を実施 

イ 令和５年４月から 園舎を建替え、「幼保連携型認定こども園つむぎ野」として運営開始 

２． 放課後児童クラブ施設整備事業                           

(1) 放課後児童クラブ整備に係る取組み 

   平成２７年度から令和２年度までに「１０支援単位」整備し、現在１８支援単位を運営 

   令和４年度、全ての放課後児童クラブを学校敷地（又は隣接地）内に設置 

   令和５年度から６年度にかけて、多賀城小学校第一放課後児童クラブを移転整備 

   令和５年度に設計し、令和６年度に工事着工 

 (2) 登録者数の状況 

３． 保育士確保支援事業                                          

(1) 保育士宿舎借上げ支援事業費補助金（継続：平成３１年度より） 

保育士の確保を目的に、民間保育施設の寮を利用する保育士の家賃等支払いを支援します。 

(2) 保育体制強化事業費補助金（保育士支援者雇用分）（継続：令和３年度より） 

保育士の負担軽減を目的に、地域の人材を活用し、保育関連用務や保育勤務の支援を行います。 

令和５年度から、補助対象事業（小規模保育事業、事業所内保育事業）を拡大しています。 

４． 保育所等物価高騰対策補助事業・保育環境改善事業                        

  (1) 保育所等物価高騰対策補助事業 

  保育所等への事業運営支援として、食材費及び光熱費の価格上昇相当額を補助 

  対象施設：認可保育所、小規模保育事業所、事業所内保育事業所、認定こども園、新制度幼稚園 

  (2) 保育環境改善事業 

  保育所等の送迎用バスへの置き去り防止のためのブザーを設置する経費を補助 

  保育計画・記録、登園等の管理、保護者との連絡等、保育所等の業務の ICT 化等を行うためのシステ

ム導入に係る経費を補助 

 

児童数 登録数 割合 登録数 割合 登録数 割合 登録数 割合 登録数 割合 登録数 割合 登録数 割合

多賀城 3 628 179 28.5% 60 50.0% 47 45.6% 41 38.7% 23 22.5% 7 6.5% 1 1.1%

多賀城東 3 463 119 25.7% 29 43.9% 37 43.0% 24 32.4% 19 23.5% 7 10.0% 3 3.5%

城南 4 678 173 25.5% 57 48.7% 38 41.8% 40 37.0% 24 17.9% 9 8.7% 5 4.0%

天真 2 416 108 26.0% 38 56.7% 32 44.4% 18 29.5% 16 21.3% 4 5.8% 0 0.0%

山王 4 836 237 28.3% 84 59.2% 64 45.7% 51 35.9% 23 17.8% 11 8.9% 4 2.5%

多賀城八幡 2 267 102 38.2% 31 68.9% 29 64.4% 19 45.2% 16 37.2% 6 12.8% 1 2.2%

合計 18 3,288 918 27.9% 299 53.7% 247 46.0% 193 36.2% 121 21.5% 44 8.4% 14 2.4%

5年 6年合計
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単位数
学校名
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多賀城市では、すべての妊婦や子育て家庭が安心して出産・子育てができるように、妊娠期から
子育て期まで一貫して相談に応じ、必要な支援につなぐ「伴走型相談支援」と子育てに係る費用の
負担軽減を図るため、出産・子育て応援ギフトを支給する「経済的支援」を一体的に実施します。

問い合わせ 多賀城市保健福祉部子ども家庭課親子保健係
多賀城市中央二丁目１番１号  ０２２－３６８－１１４１（内線１３５）

〇申請方法

多賀城市からのお知らせ

〇給付金の対象者

多賀城市出産・子育て応援事業
（出産応援ギフト・子育て応援ギフト）

電子申請を推奨しております。
面談時に各QRコードを配布します。QRコードから申請してください。

電子申請が困難な場合は、申請書を直接窓口へ提出するか郵送してください。その場合、
申請に必要な書類を必ず添付してください。郵送の場合、切手代は自己負担となります。
【申請に必要な書類】
・申請書（※対象の時期により様式が異なるため、詳しくは下記問い合わせ先まで）
・申請者名義の振込口座がわかるものの写し（キャッシュカードや通帳のコピー）
・申請者の本人確認書類の写し（運転免許証、パスポートなどのコピー）
・アンケート（※対象の時期により様式が異なるため、詳しくは下記問い合わせ先まで）

〇給付金の受け取り方法
申請時に指定された銀行口座へ給付金を振り込みます。原則、申請者名義の通帳になります。
申請受付後、支給要件に該当する方には、およそ１か月後に指定口座に振り込みます。

〇給付額
①出産応援ギフト 妊婦１人につき５万円
②子育て応援ギフト お子さん１人につき５万円

出産・子育て応援給付金の詳しい情報は、
多賀城市公式ホームページでもご確認
いただけます

〇伴走型相談支援と経済的支援について

妊娠届出時 妊娠８か月頃 新生児訪問時

伴走型相談支援 面談・アンケート（全員）
出産への見通しを立てましょう

アンケート（全員）
面談（希望者）
産前・産後の支援、手続き
について確認します

面談・アンケート（全員）
産後のお母さんの体調や、赤ちゃんの
ご様子をお伺いします

経済的支援 【出産応援ギフト】
妊婦１人当たり５万円

【子育て応援ギフト】
出生した子どもを養育している方に
子ども１人当たり５万円

①令和５年３月１日以降に妊娠届出された妊婦
②令和５年３月１日以降に生まれたお子さんを養育する方
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教育総務課の主な取り組み 

 

1. たがじょう心のケア教育相談事業（令和５年度継続）                     

子どもたちが抱える問題や課題を早期発見できるよう相談体制を確保し、いじめや学校不適

応といった問題の解決に向けて各専門家による連携支援を実施 

（1） スクールカウンセラーの全校配置 

  ・県費負担非常勤職員を全校１名ずつ配置 

  ・各学校にて月３～４回相談日を設定し、児童生徒、保護者及び教職員等が相談可能 

（2） スクールソーシャルワーカーの派遣 

  ・県からの委託契約に基づき、市が直接雇用を行い、各学校の申請に応じて派遣 

  ・現在２名（８月から３名となる予定） 

  ・問題を抱える児童生徒がおかれている環境への働きかけを行い、関係機関等とのネットワ

ークの構築、連携及び調整、学校内におけるチーム体制の構築支援等を行う。 

（3） たがじょう子どもの心のケアハウスの運営 

  ・平成２９年度開所し、令和４年度から特定非営利活動法人アスイクへ業務委託 

  ・通所者数は増加傾向（グラフ「ケアハウス通所者数（実数）推移」参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4） 学校内の別室登校児童生徒への対応支援 

   普通教室での学習や集団活動に不安を抱えている児童生徒が安心して学ぶことができる校

内環境の整備を支援 

  ・学び支援教室の設置（山王小、城南小、第二中、高崎中） 

   ※県の学び支援教室支援事業を活用して実施しており、本事業により学び支援教室担当教

員が加配され、県の学び支援教室コーディネーターからの助言を受けながら対応。市とし

ては教材や参考図書等の購入費用の支援や学生ボランティアを派遣 

  ・その他各校における別室（保健室、空き教室等） 

   各校の工夫により対応しており、教材や参考図書等の購入費用を支援 
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2. 地域とともにある学校づくり事業（コミュニティ・スクール） （令和５年度継続）      

地域とともにある学校を目指した学校運営協議会の設置・運営（生涯学習課の学校協働活動

事業と両輪で推進） 

（1） 学校運営協議会の設置（準備含む）対応状況 

  ・令和４年度 多賀城八幡小学校、多賀城中学校に準備会設置 

  ・令和５年度 多賀城八幡小学校、多賀城中学校に学校運営協議会設置 

         その他８校に準備会設置 

（2） 自主学習支援の取組 

  ・多賀城スコーレ（夏季休業３日間及び冬季休業２日間）の開催 

   東北学院大学学生ボランティアや地域ボランティア等を活用し、３公民館にて実施 

（3） その他、地域と連携した活動の推進 

  ・地域ぐるみ生徒指導委員会（中学校区単位）に対する補助金支援（1 校当たり 62,500 円） 

   本委員会は、子ども１１０番の家とりまとめや防犯マップの作成配布等を実施 

 

3. 教育支援員活用事業（令和５年度継続）   

子どもたち一人ひとりの状況に応じたきめ細かい支援を行うため、支援員を配置 

（1） 特別支援教育支援員 

小中学校の特別支援学級在籍児童生徒数等に応じて支援員を配置 

（2） 学習指導支援員 

小学校に１名ずつ配置し、個別の学習支援等を行う。 

（3） 理科支援員 

小学校に１名ずつ配置し、実験等の準備や授業支援を行う。 

 

(参考)令和５年度教育支援員配置状況 

配置数 必要数 配置数 必要数 配置数 必要数 配置数 必要数

1 多 賀 城 小 7 7 1 1 1 1 9 9

2 多 賀 城 東 小 6 6 1 1 1 1 8 8

3 山 王 小 9 9 1 1 1 1 11 11

4 天 真 小 3 3 1 1 1 1 5 5

5 城 南 小 9 9 1 1 1 1 11 11

6 多賀城八幡小 5 5 1 1 1 1 7 7

39 39 6 6 6 6 51 51

7 多 賀 城 中 4 4 0 0 0 0 4 4

8 第 二 中 4 4 0 0 0 0 4 4

9 東 豊 中 2 2 0 0 0 0 2 2

10 高 崎 中 6 6 0 0 0 0 6 6

16 16 0 0 0 0 16 16

55 55 6 6 6 6 67 67

理科支援員 計

小 学 校 計

中 学 校 計

小 中 学 校 合 計

特別支援教育支援員 学習指導支援員
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